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　1．はじめに
　人類学ユ〕の応用・実践的側面のあらゆる分野
を指す総称としては、応用人類学（aPPlied
anthropology）が一般的であろう。欧米を中心
とする初期の人類学が、植民地化の進行やキリ
スト教の布教活動などと関係が深かったことは
否めない。人類学老の意図にかかわらず、植民
地の行政官や布教・伝道者の異文化理解に人類
学が寄与したのである。実際「文化（culture）」
を最初に定義し人類学の父と呼ばれたイギリス
のタイラー（Tylor，　E．　B．）は、人類学が実用的
な学問であることを強調しており、また実用性
を重んじるアメリカでは、1941年に応用人類学
会が設立されたという。実用性を追求すること
自体が悪いわけではないが、支配者あるいは強
者の側が強制や同化するのに、初期の人類学が
利用されたのである。もちろん今日の人類学は、
諸民族の文化のもつ価値の相対性を認め、それ
ぞれを尊重するという立場に立っており、各地
の少数罠族の問題や人種偏見・民族差別の問題
などに関しても、社会的弱者や文化的少数者の
側の見方を提示し、価値判断の基準や尺度は決
してひとつではなく、一方的な判断や押し付け
は誤りであるということを主張している。とは
いえ、すべての情報や知識がそうであるように、
人類学の知見は支配者側も利用できるのであ
り、両刃の剣であることからは免れ得ない。当
然のことながら、研究者の倫理や良心は問われ
続けられねばならない。
　米山によると、応用人類学は人類学的な知識
情報の実際問題に対する応用であり、その応用
の内容には、人間工学のような工学的・技術的
な側面と、医学と共通しているような臨床的な
側面があるという。植民地経営のなかで、いか
にして原住民を間接統治するかNあるいは彼ら
を我々に同化させるかという工学的な発想は、
自然入類学者がいかにはきやすい靴を作るか、
身体によい椅子を設計するか、という問題を考
えるのと同じ態度である。しかし現実の問題は
より総合的な認識を必要とし、ときには即時に
対応しなけれぽならないような、病気の診断や
治療に似ている。応用人類学は、単純に要素を
組合わせる工学的技術よりも、むしろ医学的総
合に似ているというのである［米山，1987：
116］。人類学が、植民地支配や先住民の同化政
策や差別政策に加担した過去2｝は認めなければ
ならないし、善意から文化伝統を保持するため
に外部の影響を排除しようとして原住民の反発
を招いた例などもある。このように応用人類学
は、現実問題のさまざまな分野に即応を求めら
れることが多いと思われるが、その際その間題
に直面する人々が何を望んでいるかとか当事者
同士の関係を認識したうえで、良心に従い人類
学者の知見を提供して、当事者に関与を促しつ
っ、最終的な選択・決定は彼らに委ねられるべ
きである。もちろん人類学者も関与するわけで
国際教養学科
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あるが、こちらのやり方や善意の強制は絶対に
あってはならないのであるe
　それでは人類学の具体的な応用分野には、ど
のようなものが考えられるであろうか。農1業や
漁業や林業、言語や教育、人口や保健衛生・医
療、芸能・儀礼や観光、澱習法や自治問題、政
治や経済や宗教sさまざまな開発の問題など枚
添にいとまがない。そして、とくに現伏ではそ
の多くが、広い意味での「開殉とカ・かわりが、
ある。そこで、人類学のひとつの領域としての
「開発人類学」について若干の考察をしてみた
い。まず、開発人類学の課題や可能性について
述べ、次に筆者のフィールドであるフィリピソ
を主な例として、中央と地方の闘係を踏まえた
上で、地域自治の問題と人類学のあるべき貫献
の姿を模索してみることにする。
　2．開発人類学の可能性
　開発人類学という名称が定着するようになる
のは、いわゆる発展途上国の地域専門家として、
そこの闘発援助の活動に参加する人類学者が増
えてきた，1970年代以降であると思われる。ま
た鈴木が指摘するように、その頃から人類学者
の文化研究の関心が静態的構造から動態的過程
へと変化し、方法論上の問題として、開発に関
わる諸変化を独立変数もしくは媒介変数として
認識する必要が高まったこと、また植罠地支配
の後遺症に関する鋭敏な批判精神が人類学に導
入され、その文脈で開発を再考する関心が芽生
えたことも、開発と入類学の距離を近づけた要
因であろう［鈴木，19991296］。広義の開発人
類学には、特定の開発の経緯や影響を記述・分
析する「關発の人類学（anthropology　of　devel・
opment）」も含ま2zるが、ここでは入類学者自身
が麗発に直接関与する応用人類学の一部門とし
ての、狭義の「開発入類学（development　anthro－
pology）」を主に考察の対象とする。
　前者においては、入類学者は実践老ではなく
観察者であり、開発に焦点をあてた民族誌を書
くということになる。’一’T方後者においては、人
類学老は自らの知見を瀾発という実際問題に応
罵し実践することになるが、常にその開発を促
進する側に立つわけではない。開発の目的や手
段また影響を考え、時にその腸発に反対するこ
ともあり得る。つまり、開発する側と開発され
る側双方に耳を傾け、破壊的・画一的な開発で
はない、そこの住民にとって望ましい開発を、
人類学者自身模索しなければならない。ここで、
鈴木は広義の開発人類学の当面の課題として、
開発の人類学と狭義の開発人類学との統合が望
まれるという。後者には前者の知識が必要であ
り、前者には後者の方法論が必要である。しか
しまた実務家として行った決定を、研究者とし
て批判する必要が生じた時、実務家および研究
者としてのモラルの自家撞着はどう克服される
のかという問題も提起している。さらにもうひ
とつの課題は、人類学はどのような意味で科学
か、参与観察は本当に可能かという、入類学の
存在にかかわる大きな問題に対して、開発の現
場から積極的に答えていくことであると述べて
いる［前掲書：297－298］。
　第二次世界大戦中は、適性国研究という形で
人類学老がかかわったこともあったが、その後
のいわゆる第三世界の旧植民地の独立を経て、
今度はそういう地域の「開発」に世界的関心が
集ま肱人類学者も関与することになって「開
発人類学」という領域が確立するようになる。
アメリカを中心とする西側先進諸国や国際機関
による開発・援助政策が始まるわけであるが、
玉置も指摘［玉置，1988：179］するように、第
三世界の平和な近代化を助けるという人道主義
的・理想的動機と、共産主義の伸長へ対抗する
ためというだけでなく、西側の世界経済戦略と
しての一面があったことも見逃せない。つまり、
先進国による「新植民地主義」や中央政府にょ
る地方や少数民族地域の「内的植民地主義」にs
人類学が加担する危険性をはらんでいるのであ
る。
　そもそも開発とはいったい何であろうか。い
わゆる近代化論においては、孤立した環境や資
本の不足それに封建制の残存などの原因による
遅れを「後進性」ととらえる。また世界システ
ム論や従属理論では、世界的分業体制を前提と
する資本主義世界経済の下で、中核の経済発展
を支える周辺に「後進性」を認める。そして、
その後進性ゆえに貧困や非民主性の問題が起き
ているとして、そこから脱却することが一一一般に
開発ということのようである。近代化の遅れや
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周辺という位置づけが、本当に貧困や非民主性
に結び付くのであろうか。力をもった上からの
中心論的な視点ではなく、周辺の力のない人々
からの視点が必要であり、いわゆる開発経済学
の安易ts　一“般化や形式化を批判することができ
るのも、経験的多様性の実体を把握する人類学
に他ならないe何を貧困というかも問題である
が、本来他者主導による外からの開発（啓蒙）
というのではなく、当事者主導の内からの開発
（発展）ということでなけれぽならない。
　玉置は開発人類学の実際の応用・実践を考え、
さまざまな人類学の貢献を示唆している［前掲
書：179－194］。農村開発では、発展への社会的・
文化的阻害要因や発展・変化への刺激要因を見
極めなければならないが、農業上の決定は多様
な変数の相互作用の帰結であり、利潤追求やリ
スク回避だけでなく、一見非合理に見えること
にも目を向けなければならない。また、そこの
伝統技術の有効性を指摘したり、外部との関係
やその開発が農村内の格差を拡大しないよう配
慮しなければならないという。次にコミュニ
ティ開発では、住民のニーズを自発的参加・協
力で満たす自助的集団行動でなければならない
とし、i換金作物を重視し自給食糧生産を犠牲に
した失敗例などをあげ、こうならないまうに人
類学は貢献できると述べている。さらに土地改
革とは、構造的変化を伴わない改良ではなくそ
れを伴う開発を目指す変革戦略でなければなら
ず、そのためには伝統的土地制度の理解が必要
であり、農民の組織化や教育が鍵になるわけで
ある。そして、土地の（再）配分や（再）植民
による移住などで強いられる先住民の開発の犠
牲にも目を向けs環境への不適応や心理的苦痛
など破壊的影響を最小限にする助言を行うべき
であるというのである。最後に～人口学的にで
はないが文化的消滅を迫られる少数民族の側に
立ち、民族アイデソティティの喪失につながる
ような同化政策や資本主義侵略など文明による
破壊から守るためには、少数民族の自治を後押
ししなければならないと述べている。以上のよ
うな考察を筆者も基本的に支持するものであ
り、人類学老ほ文化相対主義の立場から、いろ
いろな意味で困難なことではあるが、価値中立
的に開発を見極めることに寄与できると考え
る。っまり、開発される側の少数弱者の伝統や
価値観や合理性などを公にして、画一的な近代
化や同化や統合には反対し、当事者に選択・決
定を任せる正当性を明らかにすることが人類学
の責務であろう。
　ここで文化相対主義ともかかわる問題である
が、克服されねぽばらない貧困、すなわち豊か
さに対する「貧しさ」とは何であろうか。それ
は、西洋近代文明社会で求められるものの欠如
を指しており、（経済）効率至上主義や近代的な
生活環境の視点からのニーズの充足度のみで評
価されている。これは、人類学から見れば明ら
かな偏見であるが、このような貧困に対する固
定観念があるのも否めない。玉置も指摘するよ
うに、近代教育や近代医療などの人道的援助の
弊害が起こったり、自給自足的農業を犠牲にし
て工業化至上主義の開発に進む誤りや、狩猟採
集民や遊牧民・漂海民や焼畑耕作民に定着農耕
民的発想を押し付けたことによる失敗がある
［玉置，1992：156一ユ69］。これらは、…善意だと
しても絶対的価値あるいは絶対的豊かさの強制
に他ならず、異文化すなわち異なる価値観を認
めない姿勢の現れであると考えられる。
　次に、開発と自然・環境と文化の問題を考え
てみる。経済発展と環境保全は両立できるであ
ろうか。これまでの先進国の発展が、環境の破
壊をもたらさなかったとはいい難い。しかし、
現在では資源を枯渇させずに環境を一時的には
ともかく破壊することのない発展、すなわち「持
続可能な開発・発展（sustainable　develop－
mellt）」が求められている。ところが、焼畑など
の伝統的技術や自然の中にある聖地をめぐる世
界観などに対する誤解や偏見が見逃されがちで
ある。伝統的な焼畑耕作は複雑な土地の利用シ
ステムであり、熱帯雨林の貧弱な土壌において
は常畑。水田よりも環境適合的であって、森林
破壊につながるようなものではないoまた聖地
は、単に聖なる場所というだけでなく、生態系
の保全に役立ったり社会構造上も欠かせないも
のであって、かつ人々の精神的なより所やシソ
ボルでもあるというように、多様な意味をもっ
た環境でありたやすく代替され得るものではな
い。
　さらに、玉慨は種の多様性か文化の多様性か
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ということで興味深い指摘をしている［前掲
ll｝：179－186〕。開発至上主義へのアンチテーピ
であるはずの環境保護運動の側にも、人間・文
化への無理解があるというのである。あらゆる
生物を保護しようといいながら、実際には基準
を特定の人間が恣意的に作り、保護種とそれ以
外に分けている。たとえば、種としての鯨を守
るために、捕鯨文化を抹殺してもよいとする「反
捕鯨」の論理は、捕鯨文化が他の罠族・文化を
侵害することがないという前提のもとでは、文
化相対主義の立場からいえば受け入れ難い菖）。
捕鯨問題を自然保護と経済活動の衝突と見るの
は一面的であり、さらに自然保護と文化の衝突
といっただけでもまだ十分ではない。それはあ
る意味では、異なる自然・環境観の「文化摩擦」
の側面を強くもっている。自然・環境への認識
は世界観＝文化の一部であり、そのあり方は当
然文化によって異なる。種の概念を含め西洋の
自然認識が普遍的なものではなく、民俗分類な
どの自然認識の多様性を無視した近代西洋科学
的環境論議は、文化を無視した開発論と同じく
らいに傲慢さをもつものであると述べている。
つまり、人間文化の多様性を無視した生物の多
様性など意味がないということであり、絶対視
を拒否することこそ人類学の使命だと考える。
　そして、以下では開発人類学の可能性をフィ
リピソで検証してゆくが、まずはフィリピソの
近年の中央と地方の関係を見てみたい。
3．現代フィリピンの中央と地方の関係
　バカー二による分析［パカー二，1993〕に基
づいて、フィリピソの近年における中央と地方
の関係およびその変化を、第三世界での地方の
開発という視点を含め考察する。フィリピンで
は、国家経済開発庁（NEDA）による1993年か
ら1998年にかけての国家地域開発計画で、経済
成長の恩恵を地方へ分配することが図られてお
り、それには地方の社会的・経済的発展の潜在
力を活かした戦略的な開発が必要であるとされ
た。フィリピソでも、マ＝ラ首都圏への人口と
経済活動の集中が見られ、都市化が進み所得の
不平等と開発段階の不均衡が起こっている。都
市と農村という構図だけでなく、地域内あるい
は地域間格差も広がりつつある。元来存在した
地域の不均衡は、第二次世界大戦後の輸入原材
料に依存した工業化政策により地方の天然資源
が利用されず、また農業を軽視したことで大き
くなった。1960年以降、戦後の反省から農業が
重視されるようになりi没資も増大するが、資本
や労働力などはそれまでの状況によって地方か
ら中央に1ますます集まってしまった。もちろん
地方への分権化も目指されるが、マルコス時代
には権限の地方への委譲は見られず、逆に中央
集権化が進むことになる。しかし、アキノ政権
下のユ987年憲法で、地方自治が国策として認め
られることになり、実際コルディリェラ特別行
政区（Cordillera　Administrative　Region）とム
スリム・ミソダナオ自治区（Autonomous
Region　in　Muslim　Mindanao）が創設された4〕。
1991年には地方政府法が成立し地方政府単位
が強化され、その後のラモス政権下でも、地方
分権と地方自治が進み地方の開発も促進される
ことになる。
　ラモス政権下の地方開発の論点を挙げると次
のようである。；9－一一に、地域間の不均衡を最小
限にするためには地方の成長が必要である。と
はいっても、国家的成長を考えると短期的には
高開発地域に依存しなけれぽならず、長期的に
低開発地域にも投資を振り向け一；・・一一局集中を避け
るようにする。第二には、農業と工i業あるいは
農村と都市どちらを優先させるかということが
問題になるe土地改革を前提とした農村開発と
労働集約型産業の輸出拡大が継続的成長には欠
かせずN農業から生産性の高い製造業への転換
や、全土にわたる新成長セソターの開発も必要
である。また農業と工業そして農村部と都市部
のつながりを強め、都市部の産業成長が地方の
開発に弾みをつけるようにすべきである。第三
には、貧困を縮小することであるが、貧困は抑
圧された地域や農村また開発された地域にも多
い。そして効率と公平さの観点から、貧困地域
には社会資本への支出を、高翻発地域には成長
指向の支出をするべきであるe第四に、国土の
利用を政府主導で決めるか民間主導で決めるか
という問題がある。環境の保全や食料の安全保
障などの視点が必要であり、農業の生産性が上
昇すれば土地利用の転換の問題もでてくる。第
五に、中央集権体制から地方分権への移行を目
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指す地方政府法により、地方政府による地域開
発の展望と地域間平等が模索されることにな
る。しかし財源の有効利用や国家優先策を反映
して、国家全体の成長に各地方が貢献し得る計
画が求められ、地域開発協議会が中央政府機関
の意向を受けた上で地方政府間の調整を行う。
　以上のような議論を踏まえ、地方の開発のた
めの国家的フレームワークが成文化されてい
る。その目標は一言でいえば、地域間の社会経
済的不均衡を減少させることであるという。す
べての地域に、その地域の比較優位性を利用し
て、公平な成長へと貢献する機会を与える。そ
して、今後産み出される経済的機会から地方住
民が恩恵を被るよう、地方の住民のために、産
業資源や社会サービスおよび施設等へのアクセ
スを拡大するということである。部門別戦略と
しては、地方の貧困軽減のための土地所有制度
の改革が農業開発の焦点であるということ、産
業分散により企業の集中を避け雇用を求めての
大都市への移住の流れを変えること、都市部の
潜在力を地方開発に利用し人口の再配分を行う
こと、再森林化計画などで環境の保全と自然資
源の保護管理を行うこと、人材育成への投資と
その人材の合理的な配分を行うこと、貧困地域
への社会的イソフラの整備と効率の上がるとこ
ろに生産イソフラを整備することなど社会基盤
を強化すること、分権化のもと草の根からのイ
ニシアチブや地方の自律と地域間や中央との協
力および公共サービスなどの制度的サポートを
すること、国土の利用と保全および開発と移住
計画に基づいた土地利用政策を行うということ
になる。
　パカーこの指摘にもある通り、フィリピソの
中央と地方の関係は改善されつつはあるが、や
はり国家による地域開発の計画には限界があ
る。国家優先策が反映されやすく、地方の特殊
性や二・一ズがきちんと汲みあげれれるか疑問で
ある。とくに実力と優位性の開発が強調され、
成長スピードの差からの不均衡も短期的には避
けられないということであり、また財源の配分
や最終的な決定が中央政府にあって問題が残
る。そして、何より人類学者として気になるの
は、文化的視点がまったくなく、経済的な効率
や発展が関心の中心であるということである。
　フィリピソでも、完全とはいえないが政治的
民主化は進んでおり、国全体で見れば経済的な
発展もある。そして、民主化や発展の恩恵を分
かち合い、貧困をなくし地域間の社会経済的不
均衡を減少させようという流れがあるのは間違
いない。1しかし、事実としては民主化も未だ途
上であり、貧富の差が縮まったとはとても思え
ない。先にも述べたがr貧困jの認識にも問題
があり、その解決をあまりに短絡的に「開発」
だけに求めているようである。またその「開発」
が戦略的に行われるわけであるが、誰が主体と
なる戦略か非常に問題である。くわえてやはり
国家的発展が優先され、国家全体のための地方
の開発という感は否めない。さらに国家のため
といっても、政治的民主化が完全ではなく利権
がからみ、一部の人のみが恩恵に与かることも
多い。多民族国家であるフィリピソの場合とく
に、少数民族の住む地域が対象になっているこ
とがあり、彼らに対する無理解もあって開発が
かえって人々の反感を招くこともある。
　フィリピソの中央と地方の関係を開発を中心
に見てきたが、次に地方の開発を成功させる上
で重要な、地方分権や地域自治の問題を考えて
みたい。
　4．フィリピンの開発と地域自治
　アメリカの唯一の海外植民地となったフィリ
ピソでは、アメリカ国内のイソディアン対策に
もつながるが、「非キリスト教徒部族局」という
ものが今世紀の初めにすでに作られ、入類学の
訓練を受けた行政官が派遣され少数民族対策を
行っていたという。直接の関連はないが、マル
コス政権下の少数民族政策を行った、国家少数
民族関係大統領補佐局（パナミγ：
PANAMIN）という政府機関がある。このパナ
ミソは、宮本も指摘［宮オ㍉1992：179－180］し
ているように、社会・経済援助と再居住計画を
掲げたが、前者はマルコス政権とエリサルデ局
長自身のための宣伝に過ぎず、後者は山地民を
狭い居住区に隔離し彼ら本来の活動領域を保護
地域に指定して管理下に治め、その地域の木材
や鉱物資源をめく“る私的利潤追求のためであっ
たことが、しだいに暴露されてきた。1971年に、
ミソダナオ島・南コタバト州の熱帯雨木紅で発見
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されたタサダイ（Tasaday）族は、「幻の石器人」
として世界的にも注月されたが、現在ではエリ
サルデによる売名と資源への利権確保のための
捏造であったと疑われている。ちなみにタサダ
イ族に関しては、園立博物館を中心とした調査
が行われ、報倍轡もltiされ捏造説を否定してい
るがf’，sその存在iの信悪性についてはいまだ決
i着はついていない。
　一般的にも、開発の犠牲になるのは少数戻族
や先住属が多い。そういう人々の保護や援助を
名目にした開発があったことは否定できない。
そしてそれが、国の開発や近代化の障害になる
少数民族の同化や統合のためであっtcりする。
資源ナショナリズムなどがからめばますますで
あるが、先住斑の権利より国益が優先されるの
が、国策の本質といってよかろう。そこで、そ
の地域の文化を学ぶものとして、人類学港は駈
植民地主義や内的植民地主義に加担することな
く、少数厩族の代弁をする必要があろう。たと
えぽ、フィリピソ・パラワソ島のバタック族は
最も古くから住むネグリート系の人々である
が、伝統的居住地への低地移罠の進出によって、
伝統文化を失い1かつ多数民の文化に同化する
でもなく、人口の減少とともに自らのアイデソ
ティティも失いつつあるという。エダー［Eder，
1993］によると、元来の社会経済的あるいは心
理的適応戦略を喪失し、隣住・混住する低地民
へ依存しなければ生きてゆけなくなった彼らの
文化喪失（deculturation）は、適応の失敗とい
うよりも低地鶏および国の社会経済システムが
それを要求しているからであるという。また、
彼らは低地罠に完全に同化してしまうことはな
く、「パタック族」という個性としてはもはや存
在しなくなり、「少数民族」というような一般的
な「従属的」カテゴリーとしてのみ生き残るだ
ろうというのである。そして、伝統文化喪失と
いうような望まざる文化変化の心理的ストレス
によると考えられる、出生率の低下や健康状態
の悪化まで晃られると述べている。このような
少数昆族の絶減を防ぐためにも、少数民族自治
を確立して、彼らの権利を認め守ってゆかねぽ
ならない。
　そこで以下に｝笹者のフィールドでもあって、
複教の山岳少数民族の居住地域であるコルディ
リェラ地域の、自治に関する当窮者側の綿密な
考察をまとめてみる。それは、＝ルディリ＝ラ
特別行政区の複数の闘係者や自治区基本法の草
案にもかかわったフィリピン魍立大学の研究老
などから情報を得て、ガルミソとブリラソテス
によってまとめられたものである［Garming＆
Brillantes，1991〕。
　まず目次は、次のようになっている。
　序文　Helmut　V．　Kurth（Friedrich　Ebert
　　　Stiftungの現地マ＝ラ代表）
　序章
　1章　コルディリェラ自治区の機構作りに向
　　　けて
　　　　A　地理学的および人口学的特徴
　　　　B　コルディリェラの人々の自決権獲
　　　　　得闘争史
　2章　開発・発展に関する見通し??開発と可能性の構築
開発と文化
開発と貧嗣
コルディリェラでの開発にまつわ
　　　　る論点と関心
　　　E　開発に関する論点と問題一Vウソ
　　　　テソ州の場合
3章　開発可能性構築にまつわる論点と問題??入的資源瀾発
組織と管理運営
リーダー・に求められる説明責任
開発計画：概念、端緒、過程そし
　　　　　て統舎された地域開発計画
　結章
　情報提供者／講演者
　その序文では、今日我々は、自立（self－
reliance）を求めるその地方あるいはコミaa
テaの主導権を強化したり、地方農村部からの
人口流出・移住を減らすという目的で、特別な
地域や地方に関して、国際的な亭ミュニティの
関心が集まりつつあるのに注目している。この
文脈で、嶺該地域の非中央集権的統治
（decentra】ized　governance）を求めて国会議
員に運動を働きかけているコルディリェラの
人々の努力は、過小評価することはできない。
寮実、コラソソ・アキノ大統領の行政府は、と
く1：　tルディリェラ自治区（Cordillera　Auton・
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omous　Region）創設のための基本法（Organic
Act）に署名するなど、この自治問題に関する政
治的決定を率先して行ってきた。コルディリ＝
ラのコミュニティと連帯してNFriedrich　Ebert
Stiftung（FES：フリードリッヒ・エーベルト財
団）は、この地域のさまざまな意見をもつグルー
プを参加させて、コルディリェラ地域の度重な
る研究集会をここ2年ずっと催してきた。参加
老は、地方行政府、非政府組織、研究機関、調
査機関、村落共同体のり一ダーとそれに連なる
機関などである。そしてこれらの活動の主な目
的は、次のようなことに関して適切なる見方を
絶え間なく分析することである。
　｛1｝コルディリ＝ラの人々が自ら描く開発
　　（development）ビジョソ
　②　この地域での地域自治（regional　auton－
　　omy）の実施方法
この本には、コルデaリェラ自治区（CAuR）が
いかにして実現し得るかということに関して、
さらなる政策分析を高度に進められるように、
さまざまな関心や問題が選ばれ含まれていると
述べられている。
　序章に、ポイントが論じられ各章のねらいも
指し示されているので、長くなるが訳出してみ
たい。
　コルディリェラ自治区（CAuR）の創設は、当
該地域の民族的特殊性の明白なる認識がその前
捷にある。コルディリェラに特有な多くの制度
や法は、国家のそれらとはまったく異なる。た
いていの場合中央政府によって公布された法や
創設された制度はsそれゆえに当地の状況には
不適切で妥当性がない。しかしながら、自治（権）
を与えることは、高度に中央集権化された政治
システムの範囲内の問題である。このシステム
の中で、開発の恩恵にあずかるのは、大半は社
会の特権階級、とくに中央政府に近い人々であ
る。コルディリェラの人々は、植民地時代の到
来以来、歴史的にずっと開発・発展から取り残
されてきた。この悲しむべき状況は、独立後の
政府の施策のもとでより悪化の一途をたどって
きた。とくに財政力面での行き過ぎた中央集権
化は、当該地域の開発や受け皿創設の努力双方
にとって悪影響を及ぼしてきた。
　自治が意味あるものとなるには、その地方の
受け皿が整備・発展されなければならない。地
方の人々は、いかなる開発・発展が自分たちに
とって意義あるものか、自ら決めることができ
るべきである。そして、地方政府単位に権力が
付与されなけれぽならない。またその権力の付
与は、自由・社会正義・社会的平等・民主主義
というような基本原理の上に立った、地方の主
導性（local　initiative）や自決（self－deter－
minatation）それに自立（self・reliance）を促進
しようとするものでなければならない。それ以
外のことでは、必要な能力とは主にいわゆる「行
政能力」のことであった。さらに詳しく特定す
れば、ますます増える機能や責任を果たせるよ
うな、資格をもち適切な訓練を受けた職員の有
効性に関して、その能力を考慮するということ
である。能力として必要とされる他の肝心な点
は、地方単位の完全なる統制の下で財源を扱う
財政能力である。これと深くかかわるのが、所
有権（あるいは管理権）と統制権を与えられた、
地方のコミュニティにおける天然資源の有効性
である。そして最後に、当地を指導し特別な計
画を実行する資格を得ているだけでなく、より
重i要なコミュニティの開発・発展のビジョソを
もった、リーダーたちの有効可能性が、行政手
腕の上でのリーダーシップの判断材料とされ
る。
　コルディリェラの地域自治（Cordi11era
Regional　Autonorny）に関する問題、そして同
時に地方の受け皿を強化・整備する問題を分析
し解明するために、フリードリッヒ・エーベル
ト財団とフィリピソ大学・公共行政学部の地方
政府センfi　－nが、1990年に数回研究集会を共催
した。その内、5回は＝ルディリ＝ラ地域の地
元で、1回はケソソ市で行われた．研究集会で
は、り一ダーシップの責務、職員の向上、組織
と管理・運営、そして開発の計画と実行などの
課題が討議された。その研究会の最終目標は、
コルディリェラ地域のための開発・発展ビジョ
ンを可能にする枠組みを、当該州が獲得する機
会を用意することである。その計画を成功させ
る技術的側面とは、内在する諸問題を明らかに
して分析したり、その請問題に言及する際のア
イデアや戦略を生み出すために、研究集会を通
してずっと用いられた主な方法論であった。研
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究集会には、地方政府の役人、関連の官公庁の
代表執非政聯且織イ臓、コミェニティのP一
ダーたち、そして学者なども参加していた。
　この本では、研究集会の中で明らかにされた
論点や問題と同様に、さまざまに練られた見解
や視点を述ぺている．理論的な公式は故意に割
愛されてきた。なぜなら、地方政府の役人や学
問的伝統に深く傾倒している他の利用者たち向
けに、この本は意図さ編聾かれたカ・らである・
実際この本には、一般的なまた特にコルディ
リェラに関する、開発とその受け皿の創設につ
いての基本的な資料が盛り込まれている。それ
は、地方の開発計画立案者や実行者それに他の
公職者たちを助け、コルディリェラに関する情
報を流布させるのに役立つことを意味する。そ
してまたそれは、当該地域の入々主体のそこの
人々によるそこの人・tのための開発・発展ピ
ジ。ソを朔らかにし、いかなる自治力鞍らのた
めに最善であるかを考えさせるよう瓶真剣な
討議を呼び起こさせるものである。
　1章では、自治区のための計画戦略を公にす
る際、それに適切に関与する粋組みを作り出そ
うとの試みを述べている。このためにはN歴史
的観点から適切に前後の脈絡をつけたり、当該
地域における有用な資源を確認することが必要
である。
　2章では、講演や討議から抜粋した開発・発
展に関するさまざまな見通しを要約している。
開発・発展に対する理解とつまりは当該地域の
生浩の質の向上のための戦略を考案する際、地
方政府の役人やその他の利益集団のために、こ
のことは指針として役立つであろう。
　　3章では、研究集会の中で提起された論点や
問題と関係する、自治の可能性をもった受け皿
に焦点を当てている．これらの討瀞ま、当該州
　にその特殊な経験をもたらした、参加老からの
情報に主に基づいている．（国会の）本会議の中
　で出された見解や意見および推薦・勧告と同様
　に、研究集会の最中に擬出された論文からの引
　用もまた、この章でまとめられている。
　　最後の結章には、1年にも及ぶ幾度力・の研究
　集会の参加者たちによって到達された、結論が
述べられている。それは、当該地域鱗寺殊資料
　や問題および闊心を総合するものである。
　各章の内容もそれぞれ興味深いものである
が、紙幅の関係もありそれらの要約は別稿に譲
ることにして、結章を訳出して考察することに
する。
　1990年に開かれた一連の研究・講習会は、彼
ら自らによって定義された発展・開発の方向に
彼らが向かうのを手助けするという視点に立っ
て、コルディリェラの人々のもつ能力・可能性
を引き上げることに焦点が置かれた。そこでな
された提言と同様に提起された論点や問題点
は、過度な国家政府のコソト・一ルが主な原因
である低開発の現実を反映：したものであった。
自治（autonomy）は、コルディリ＝ラの人々の
何世紀にもわたる貧困の解決策となるべく現れ
たものである。皮肉なことではあるが、この地
域の貧困はその豊かな天然資源のためでもあ
る。
　その研究・講習会の参力賭たちは、一般セこ次
のような視点を共有していた。　　　　　　　1
◇中央国家政府における過度な財力の集中は・
地域の開発にとって重大な支障となる。徴収さ
れた大半の税金は国庫に入り、地域への平等な
分配はごくわずかである。地域で操業している
大企業に関しても、メトロ・マニラに本社があ
る．そこで、税金は本社に劫て中央政府セ諏
められる。
◇ごくわずかな開発プPグラムやプ戸ジェクト
だけが、本当の意味で地方のものである。大半
のプログラムやプロジェクトは中央政府から発
案されたものであり、関連機関を通して中央の
コソトロールを受ける。たとえ地方から発案さ
れたプロジェクトであっても、財政的にはほと
んど国家政府に頼っている。
◇この地域の豊かな資源から得られるTiJ益は・
　コルディリェラの人々にではなく大企業へもた
　らされる。加えて地方の人々は、利益を求める
企業によってもたらされる環境破壊のみ被るこ
　とになる。
　◇あらゆる地方レベルにおける発展能力の構築
　は、資金の不足によって妨げられる。また基本
　的なサービスの提供の非効率性がi地方レベル
　の発展能力の欠如という避けられない結果を生
　む。
　　コルディリェラ自治区（⊆ordi1呈era△utonO・
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rnous　Region：CAR）を創設するための基本法
にコルディリェラの人々が圧倒的多数で反対し
たことは、政府の高度な中央集権化体制を是
認・支持しなかったと解釈すべきである。もっ
と正確に言えば、それはその自治法自体に欠陥
がある証拠であり、また国家政府主導に対する
無関心あるいは関連する問題の誤った認識の現
れにちがいない。講習・研究会への参加者たち
は、地域自治が与えられようとなかろうと、彼
ら自身の開発ビジョソの追求が続けられなけれ
ばならないという合意に達した。コルディリェ
ラの人々は長い自らの自治の歴史をもってお
り、それを一連の土着（政治）制度が補強して
きた。自決の精神は、スペイソやアメリカの植
民者からの自らの土地の防衛や自由の獲得に
よって、また第二次世界大戦後生まれた彼らの
アイデソティティの主張や、先祖伝来の土地
（ancestral　domain）および文化的保全（cul－
tural　integrity）の確認を求めての継続的な闘
いの中で、表明されてきた。伝統的な政治およ
び経済制度の慣行は、彼ら先祖の遠い昔のそれ
までさかのぼれる。直接民主制（direct　democ－
racy）は、いっの時代でもムラすなわちイリ（ili）
内のレベルでは行われてきた。また平和協定
　（peace　pact）システムは、ムラ間の関係を律
してきた。一方伝統的経済組織は、生産過程に
おいてお互いに人々の（協力）関係を導き続け
てきた。コルディリ＝ラのための開発モデルは、
これらの制度や人々による自決の慣行を必ず考
慮したものでなけれぽならない。‘講習・研究会
の参加者たちはこのことを認識した上で、そう
あるべきであると合意した。この前提に立つ限
り、Friedrich　Ebert財団やフaリピソ大学の公
共行政学部に属する地方政府セソPt・一のま髄な
努力は、無駄に終わることはないであろうとい
　うのである。
　　こうして見てくると、1990年頃のコルディ
　リェラの自治をめぐる活発な議論がなされてき
たことが分かる。ただし、致し方のないところ
もあるが、議論にそこに住む普通の人々の意見
がどれだけ反映されたか疑問である。議論に実
際に参加したのは、役人や学者や各代表などで
　あり、住民のリーダーにしても、伝統文化を熟
知した古老ではなく新しいタイプのリーダーで
あったようである。そもそも、・一般の住民は無
関心なところがあり、どんなことが議論されて
いたのか知らなかったともいえる。しかし、今
まで差別されてきたコルディリ＝ラの少数民族
との連帯が叫ぼれ、彼ら自らが描く開発ピジョ
ソや地域自、治の実施方法が模索されたことは評
価される。地方分権や地方開発を考える場合、
このような地域ではそこの民族的特殊性や伝統
的文化への理鰐がなけれぽ、あるぺき姿にはな
らず失敗するであろう。
　与えられる自治には限界がある。フィリピン
の場合、とくに財政面での中央集権化が問題で
あって、開発にしても地方政府に権力をもたせ、
彼らに決定権が委ねられなけらばならないはず
である。ところが、実際にはそうはならない。
とくにコルディリ＝ラは、豊かな天然資源のゆ
えに政府の干渉を受け、かえって低開発・貧困
な状態に置かれたのである。また、地方政府に
入る税金がわずかなことも問題である。そして、
大半の計画が中央からの発案であり、関連機関
を通して中央のコソトPt　一一ルを受けるし、地方
から発案されたものでも、財政的に中央に頼ら
ざるを得ない構図があって、地方の望む開発に
はなかなかならない。さらに、豊かな資源から
得られる利益の分配を受けられるどころか、自
然環境破壊の悪影響だけ受けることにもなりか
ねない。
　ところで、コルディリ＝ラ自治区創設の試み
は失敗し、その後議論も沈静化し現在に至るま
で特別行政区のままである。それでは何故失敗
したのであろうか。基本法自体にも問題はある
が、住民への情報提供が少なく彼らの直接参加
もほとんどなかったことがある。また、指導者
組織が覇権争いで分裂し、中央政府に最終的に
は主導権を握られてしまった。さらに、開発の
ために外部の中央政府から委譲される権力と資
金が、コルディリ＝ラ内部の人々の伝統的な自
治慣行すなわち自律した生活を破壊し、中央か
らの他律が深まって新たな貧困が生まれる可能
性をはらんでいたからであろう。最大の問題は、
コルディリ＝ラの人々のためではなく、フィリ
ピソ国家の中央のために、当該地域を経済開発
する手段として自治区を与えようとしたことで
ある。開発を優先するのではなく、各少数民族
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あるいは地域の実情の理解に努め、人々の同意
を得た上で、少なくとも先祖伝来の止地に関す
る権利を認めi自給を前提とする伝統的自治慣
行システムを活かそうとしなければ、これから
もコルディリ＝ラの自治は成功しないであろ
う。
　開発人類学の可能性を考える上でも、地域の
実惰を学び、文化相対主義の立揚に立つ人類学
者の賞献が期待されるeたとえば、コルディリェ
ラの先祖伝来の土地をどう守るかという場合
のv興味深い議論を玉置があげている［玉置，
1995：100－103］。それは、法律学i者のリソチが
フィリピソの国法の中ですでに認知されてきた
少数民族の土地に対する私的所有権を確認・実
施すべきと主張したのに対し、人類学者のパル
パソは、コルディリェラ諸民族の慣習的土地観
念は近代的土地私有権概念とは全く相いれない
ものであり、土地私有権の導入は民族の死滅に
もつながると反論したというのである。慣習的
土地観念によればそれは共同体的土地保有であ
り、個人や共同体全体でもないある集団で権利
を保有しながら個人的に利用しているのであ
る。具体的にはs伝来の棚田はルールに則り個
人的に相続するが、売却処分できる範囲やその
理由が限定されているし、特定始祖につらなる
すべての人々に用益権がある共有山林などもあ
る。これらに対する権利は、近代的な土地私有
権とは明らかに異なるものであり、これらにそ
れを認めれぽ、伝統的土地制度や共同体の崩壊
につながりかねない。
　開発と自治を単純に結びつけてはいけない。
また、発展とは単に近代化ではなく、各民族・
社会がその固有の可能性をそれぞれの意志で自
由に引き出せることでなければならない。そし
て玉置もいうように、先住民の発展は我々自身
の発展を我々に問い直させることになるのであ
り、我々自身を変えることなく、他の人々の生
濡の変化など助けられるわけがない。
　5，おわりに
　人類学は、価値中立的な立場で少数民族を助
ける科学たり得るであろうか。少なくとも文化
根対主義に立つ人類学の実践は、新植民地主義
や内的植罠地主義に対抗でぎるはずであるe開
発援助に圓して菊地がいうように［菊地，1985
（aXb）］、政策立案にも人類学者は積極的に発言し
て貢献するぺきであるかもしれない6）。政策に
までかかわらずとも、開発や発展のあり方を見
直して当纂者の目据す「持続可能な開発」を考
えるために、良心にしたがい独自のi理論的貢献
をなすべきではあろう。その際、環境および社
会・文化へ配慮し、基本的な必要性や平等性を
重視し、住民の主体的参加を促して、できるだ
け規模は小さくて大きな効果をあげるようにし
なければならない。そして、自然観すなわち良
然との共生の仕方の多様性を明らかにし、伝統
的技術の有効性や、近代的・科学的知とは異な
る経験的な合理性に裏付けされた土着の知に対
する、正当な評緬を与えなければならない。す
なわち（開発）人類学の使命は、多様な民族・
文化の差異を認め合った上での共生を促すこと
であり、玉置がいうように異なる世界との「対
話」が重要であって、その媒介をするのが人類
学であると考える。
〔注】
1）人類の総合的研究を行う人類学は、人類の
身体的特徴を通して人類を探究する形質また
は自然人類学と、その文化や社会的特微を通
してそれを探究する文化まだは社会人類学あ
るいは民族学に大きく二分される。そして、
文化入類学の理論や方法論を考えると、進化
主義・伝播主義・機能主義・構造主義という
一定の流れがあり、また現在ではそれらに加
えて、象徴人類学・認識人類学・解釈人類学・
記号論的人類学・現象学的人類学などと呼ば
れるものがある。
2）ルクレールの著作［1976］でも明らかなよ
うに、西洋列強による植民地主義に入類学が
手を貸したことは間違いのない事実である。
この点に関しては、玉置も応用人類学前史と
植民地人類学ということで簡潔に述べている
　［玉置，1988：177－179］。マリノフスキー・や
ラドクリフ＝ブラウソというイギリスの機能
主義人類学者は、植風地の間接統治の意義を
貫徹し，後進社会のスムーズな変化（発展）
に資することを目指していたという。またア
メリカでは、機能主義に対比されるものとし
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て「文化相対主義」ということになろうが、
イギリスの影響もあり1930年代には応用人
類学が確立し、イソディアソ局に人類学者が
登用されて先住のイソディアソ対策にかか
わったらしい。
3）たとえば、浜口は文化の問題として捕鯨の
存続を主張し、西洋社会のエスノセソトリズ
ムと闘わねぽならないとしているが［浜口，
1994｝、筆者もまったく同意見である。
4）コルディリェラの自治区創設に関しては拙
稿［木佐木，1992＆1995］を、またムスリム・
ミソダナナ自治区の問題点に関しては、ディ
アスの著作［Diaz，1998］などを参照してい
ただきたい。
5）パナミソから出された、イェソとナソスの
編集によるタサダイに関する調査報告書
　［Yen＆Nance　ed、，1976］などがある．
6）菊地は、開発援動と文化効率の問題を考察
して実践人類学への試論としている。文化効
率とは、経済学的な数による「成果と割合」
という意味ではなく「期待しうる結果を生み
出す有効な可能牲」または「奏効性」という
ことである。英語での、　“economic　efficiency
　（経済効率）”に対して“cultural　efficacy（文
化効率）”という対位用語を考えているという
ことである。っまり、文化効率を考えた開発
援助をすべきであり、人類学者の実践とは、
現場からの文化効率を提言し政策などに反映
させるということである。
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